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ブルガリア月報【２０１5 年6 月】

平成２７年７月

在ブルガリア日本国大使館

概観

【政治・社会】

・３日，プレヴネリエフ大統領は，選挙権に関連する主な原則についての国民投票を，１０月２５

日に行う地方選挙とともに実施する旨の提案を国民議会に提出した。

・５日にグエン・タン・ズン・ベトナム首相，１５日にカヴァコ・シルヴァ・ポルトガル大統領，

１８日にコジアス・ギリシャ外相がブルガリアを訪問した。



【経 済】

・２５日，銀行機密に関する信用機関法改正法案が国民議会で可決された。

・２５日，電力料金の設定期限の１ヶ月延長を認める改正エネルギー法案が国民議会で可決された。２

９日，エネルギー・水規制委員会は同改正に基づき，新規電力料金の採択を７月３１日まで延期するこ

とを発表した。



この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり，在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではあ

りません。

政治・社会

１．内政

（１）政府・国民議会の動き

◆プレヴネリエフ大統領による国民投票の実

施提案

３日，プレヴネリエフ大統領は，選挙権に関連

する主な原則についての国民投票を，１０月２５

日に行う地方選挙とともに実施する旨の提案を国

民議会に提出した。同大統領は議会会派代表との

協議に基づき，以下の３つの質問から成る国民投

票を実施するとの決議を採択するよう，国民議会

に対し提案した。

（１）議員の一部が多数代表制により選出される

ことを支持するか。

（２）選挙及び国民投票における義務投票の導入

を支持するか。

（３）選挙及び国民投票において電子投票を可能

にすることを支持するか。

なお，２０１４年１月，同大統領は同じ質問内

容による国民投票の実施を提案したが，同年６月，

第４２回国民議会（前国民議会）は，同大統領の

提案の他，５０万人以上の請願とともに提出され

た同様の提案も却下していた。

同大統領によると，多数代表制と比例代表制の

並立制度は両制度の長所を合わせたものとなる上，

両制度の短所も減らすことになる。義務投票の導

入は，どのような理由であれ政治的生活から遠ざ

かっていた人々を投票に向かわせることになる。

また，義務投票は票の操作や買収等への対策にも

なる。電子投票の導入は，高い投票率につながり，

多くの人々が政治的意思を代表していると感じる

ことにつながる。同大統領は，国民投票ほど国民

の信頼を増大する強力な手段はない，と述べた。

同大統領は国営テレビ及び国営ラジオを通じて

演説を行い，国民投票の提案について国民に説明

した。同大統領は，ブルガリアの市民社会は国家

の重要事項に関して直接的に意見を表明するのに

十分成熟している，過去数年間，我々は政党，政

治制度及び機関の正統性が失われる過程を目撃し

てきたが，その理由の一部は，全ての国民が関与
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し，投票を通じて国家を変えることができるとの

信頼の喪失にある，と述べた。



◆メスタンＭＲＦ党首が全議員の多数代表制

による選出を主張

１７日，「権利と自由のための運動（ＭＲＦ）」

のメスタン党首は記者会見を行い，国民議会の全

２４０議席について多数代表制による選出を主張

した。同党首は，国民は明らかに多数代表制を求

めており，世論調査の結果もそれを示している，

国民は３分の１の議員のみではなく全議員が多数

代表制で選出されることを望んでいる，と述べ，

プレヴネリエフ大統領が提案した国民投票の質問

を「全２４０議員が多数代表制により選出される

ことを支持するか」に変更すべきである，と述べ

た。一方，同党首は，大規模政党と異なり小規模

政党は多数代表制により議席が減ることになるだ

ろう，と指摘した。

ＭＲＦは比例代表制の維持を支持する一方，全

議員についての多数代表制の導入には反対してい

ない。ＭＲＦが反対しているのは比例代表制と多

数代表制の混合制度である。ＭＲＦは，かかる混

合制度は一党独裁政治につながる，としている。

◆同一住所における登録人数の制限

１７日，国民議会は同一住所における登録人数

の制限を規定する市民登録法改正法案を第一読会

で可決した。本改正法案はいわゆる「選挙ツーリ

ズム」を阻止することを目的としており，改革派

ブロック，ブルガリア社会党（ＢＳＰ），愛国戦線

が提案した。票の操作のために多数の有権者が同

一住所に登録されていることが背景にある。同改

正法案によると，例えばすでに数名が住所に登録

されている場合，さらに多人数を同一住所に登録

することはできなくなる。

２４日の報道によると，検察当局は，住居が不

存在であったり，半倒壊状態となっている多くの

不法住所登録を確認した。検察当局によるこの確

認作業は５月１３日に開始された。多くの不法住

所登録はヴィディン，モンタナ，ブルガス，シュ

ーメン及びキュスティンディルで発見された。

（２）政党の動き

◆議会会派「ブルガリア民主センター」の５

つの政治勢力が政治同盟を結成

１４日，議会会派「ブルガリア民主センター（Ｂ

ＤＣ）」のスヴェトリン・タンチェフ共同院内総務

は，同会派に所属する「ゲルギョフデン（聖ゲオ

ルギの日）」，「自由民主主義同盟」，「ブルガリア民

主同盟－急進」，農民同盟，「ブルガリアのための

未来と発展（注：同議員が５月に設立）」の５つの

政治勢力が政治同盟を結成した，と発表した。同

議員は，少なくとも７つの勢力が参加する予定で

ある，と述べた。同政治同盟は，地方選挙後は政

党となる予定である。



◆ＢＳＰ党大会での党幹部の交代

２８日，ＢＳＰは延期されていた党大会を開催

した。同会では党執行幹部の交代が行われ，クリ

スティアン・ヴィゲニン前外相（オレシャルスキ

前政権）及びアントン・クテフ元報道官がミコフ

党首の提案により党幹部から除外された。ヴィゲ

ニン前外相は，ロシアとの紛争の最中にウクライ

ナを訪問したことが非難されていた。また，ＢＳ

Ｐヴェリコ・タルノヴォ支部のステファン・ステ

ファノフ副支部長が新たに党幹部に選出された。

ドラゴミル・ストイネフ元経済・エネルギー相

は辞任が求められていたにもかかわらず，副党首

に留まった。ストイネフ元経済・エネルギー相は，

オレシャルスキ政権時の業績について非難されて

いた。

（３）その他

◆ＶＭＺソポトの試射場で手榴弾発射事故

６日，アネヴォ村近くの「ＶＭＺソポト」の試

射場で手榴弾発射事故が発生し，米国人１名が死

亡した他，４名（米国人２名，ブルガリア人２名）

が負傷した。死傷した外国人は民間会社の従業員

で，購入しようとする手榴弾が古いものであるこ

とから，それらをテストするため同試射場に来て
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いた。

１１日，米国大使館は，今回の事故で死傷した

米国人３名は，シリアの穏健派反政府勢力を支援

する米国のプログラムのために選定された米国の

会社「パープル・シャベル」の従業員である，と

発表した。

◆スタニシェフ欧州社会党党首の再選

１２日，ブダペストで欧州社会党（ＰＥＳ）の

党大会が行われ，スタニシェフ現ＰＥＳ党首（元

ブルガリア首相，元ＢＳＰ党首）が党首に再選さ

れた。賛成票は６９．５％，反対票は１６．５％，

棄権票は１３．３％だった。なお，対立候補であ

ったエンリケ・バロン・クレスポ氏は，現党首へ

の支持が高いことを踏まえ，立候補を辞退した，

と述べた。

◆治安分野職員の抗議行動

１３日，警察官，消防士，刑務官等の治安分野

に従事する人々が，内務省建物の前で，バチヴァ

ロヴァ副首相兼内相及び内務省局長の辞任を要求

する抗議活動を行った。また，抗議者は国民議会

の解散も要求した。抗議者は，２０１６年から退

職年齢を５２歳１０ヶ月とし，５５歳に達するま

で毎年段階的に引き上げるとの社会保障法改正案

に反対している他，トルコ国境への配置換えへの

反対，時間外労働の反対等を主張している。現在，

軍士官及び警察官の職員には退職年齢の規定がな

く，２７年の勤務期間（うち１８年の治安分野で

の勤務）を満たせば退職可能となり，年金の受給

を開始できる。

３０日，内務省と警察の労働組合の交渉の結果，

労働組合はバチヴァロヴァ副首相兼内相等の辞任

要求を取り下げ，計画していた抗議行動も中止し

た。

◆ソフィア郊外でロマ人と地元住民が衝突

１５日，ソフィア郊外のオルランドフツィにお

いて地元住民とロマ人の間で衝突が発生し，２０

０名以上の警官が出動した。両者間の緊張状態は

その後も続き，ロマ人の犯罪に対する抗議行動が

夕方から開始された。地元住民側は，ロマ人によ

る攻撃，喧嘩，窃盗その他犯罪について不満を持

っている。一方，ロマ人側は，問題を起こしてい

るのは新規のロマ人居住者であり自分達ではない

と主張している。また，いくつかの政党が暴動を

扇動しているとの意見もある。ＭＲＦの議員であ

り，ロマ人組織ＤＲＯＭの長であるイリヤ・イリ

エフ氏は，オルランドフツィとガルメン（注：５

月にロマ人と地元住民の間で衝突が起こってい

る）で起こった衝突は，差別と外国人迫害を扇動

する同じ集団及び政治家により引き起こされたも

のである，と述べた。

◆欧州評議会人権委員の報告書

２２日，欧州評議会のニルス・ミュイズニエク

人権委員は，ストラスブールにおいて，自身の今

年２月９～１１日のブルガリア訪問に関する報告

書を発表した。同報告書は，ブルガリアは人権保

護の強化にいくらかの進展が見られるが，特に施

設にいる人々の人権，移民の人権，メディアの自

由については依然として脆弱なままである，とし

ている。同委員は，児童の脱施設化の迅速化や施

設に代わる家庭的でコミュニティを基盤としたサ

ービスの確保の他，未成年司法制度の精査，反社

会的行為を行った未成年者を収容する矯正院の廃

止を勧告した。



◆米国のブルガリア等東欧諸国への軍装備の

配備計画に関する政府要人の発言

２４日，ミトフ外相は記者団に対し，最近米国

が表明したブルガリアを含む東欧６ヶ国への軍装

備の配備計画は，ＮＡＴＯウェールズ首脳会合に

おける合意事項及び米国との安全保障・国防協力

の枠組みの範囲内のことである，と述べた。また，

同外相は，軍事侵攻の兆候として見られる可能性

のある攻撃用武器やＮＡＴＯの攻撃用装備はブル

ガリアには配備されない予定であり，実施予定の

軍事演習はブルガリア軍の軍事能力を向上させる

ものである，と述べた。
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同２４日，プレヴネリエフ大統領は，配備計画

はブルガリアとＮＡＴＯ同盟国，ブルガリアと米

国間で合意された法的枠組みに基づく結果である，

本件は何も目新しいものではなく，ブルガリアと

米国間の２００６年の国防分野における協力協定

は過去に何度も実行されてきた，また，今回の軍

配備は昨年９月のＮＡＴＯウェールズ首脳会合で

全会一致により採択された即応行動計画の実施に

も関連している，これら２つの協定の範囲から外

れる行動には関与しない，と述べた。
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◆プレヴネリエフ大統領：タック世銀副総裁

との会談

１日，プレヴネリエフ大統領は，ブルガリアを

訪問中のタック世銀副総裁（注：５月末にソフィ

アで行われた国際通貨基金（ＩＭＦ）地域グルー

プ及び世界銀行グループの定期会合に出席）と会

談し，ブルガリアと世銀の関係深化の方法，特に

ＥＵ基金の吸収に関する助言サービス，戦略的融

資の獲得，専門家の活用等の方法について意見交

換を行った。現在，ブルガリアと世銀は世銀のブ

ルガリアに対する今後５年間の支援条件を決める

新たな国別パートナーシップ枠組みプログラムを

策定中である。ブルガリアをプラスの方向に変え

る潜在的可能性を有する分野は，グッドガバナン

スのための組織的枠組の更新，ブルガリア人の労

働技能の向上，公共支出の合理化であるとされて

いる。プレヴネリエフ大統領は，中小企業に対す

る融資，イノベーションの促進，上下水道施設の

改修，エネルギー効率化の促進，農業プロジェク

トの実施等においても世銀の協力を得ることが出

来るだろうと述べた。

◆ホッジス米欧州陸軍司令官のブルガリア訪

問

１日及び２日，ホッジス米欧州陸軍（ＵＳＡＲ

ＥＵＲ）司令官がブルガリアを訪問した。

１日，同司令官は，ニコロフ参謀総長との会談

後の共同記者会見において，今回のブルガリア訪

問は，大西洋決意作戦の一部となる訓練に参加す

る米軍兵士を訪問するとともに，大西洋間での非

常に強力な両国の関係を引き続き強化することが

目的である，と述べた。また，同司令官は，ブル

ガリアとその近隣諸国の地理的位置，歴史及び関

係は本地域の安定にとって重要である，ブルガリ

アはこのような重要な地域に位置しているためＮ

ＡＴＯ加盟により利益を受けているが，ブルガリ

アのリーダーシップ及びＮＡＴＯ加盟により本地

域は更に安定したと考える，と述べた。

また，同司令官は，８月の「迅速な対応」訓練

での米国による指揮を可能としたブルガリア軍幹

部にも感謝する，と述べた。本訓練は空挺部隊の

訓練であり，ブルガリア北東部のバルチック，南

部のテネヴォにある軍用飛行場を使用する予定で

ある。

ニコロフ参謀総長は，両国間の防衛協力の重要

性を強調し，過去９年間，２００を超える共同訓

練や訓練活動が行われた，今年は７０を超える訓

練が計画されており，更に追加される可能性があ

る，と述べ，これらの訓練活動は今日にでも実行

できるようなシナリオを持つ実際の軍事行動を意

図したものではない，と説明した。

◆ボリソフ首相：ティマーマンス欧州委員会

筆頭副委員長と会談

４日，ボリソフ首相はヴァルナにおいて，ブル

ガリア訪問中のティマーマンス欧州委員会筆頭副

委員長と会談し，ブルガリアの司法改革及び同改

革を逆行させないために政府が行っている方策に

ついて議論した。同副委員長は，ブルガリアは司

法制度を改革する政治的意思を有しており，改革

のプロセスが進展していることを認めた。また，

同副委員長は，ルセで行われたブルガリア及びル

ーマニアの市民との欧州の将来，法の支配及び市

民の関心事項についての議論に出席した。同副委

員長はシェンゲン加入問題について，ブルガリア

とルーマニアは空・海の国境管理についてはかな

り進展しているが，陸の国境については取り組む

べきことが依然として多い，と述べた。
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◆グエン・タン・ズン・ベトナム首相のブル

ガリア訪問

５日，ボリソフ首相はブルガリア訪問中のグエン・

タン・ズン・ベトナム首相と会談を行った。両首相

は会談において，二国間貿易が不十分であるとして，

観光，ＩＴ，エネルギー，再生可能エネルギー，文

化，スポーツ及び教育の分野における協力促進につ

いて合意した。

ボリソフ首相は，市場経済国家としての承認及び欧

州市場への参加の権利に関するベトナムへの支持を

表明するとともに，東シナ海及び南シナ海での問題

及び緊張状態に関し，ブルガリアは国際協定や国連

決議の遵守を要求する，と述べ，ベトナムと中国間

の紛争は平和的に解決されるべきであるとの考えを

表明した。また，ボリソフ首相は両国の緊密な協力

を強調し，３５，０００名を超えるベトナム人学生

がブルガリアで学び，そのうち５，０００名は大学

の学位を取得した，と述べた。

ズン首相は，国家独立に向けた戦いの期間における

ベトナムへの支援及び国家の復興支援に対するブル

ガリアとブルガリア国民への謝意を表明するととも

に，ブルガリアのベトナム人コミュニティが同国で

居住し，学習し，社会に統合するために与えられた

優遇条件に対しても謝意を表明した。

政治・外交面では，両者は相互利益の観点からの訪

問及び協議による交流を通じた協力を確認した。ズ

ン首相はボリソフ首相のベトナム訪問を招請し，ボ

リソフ首相はこれを喜んで受け入れた。また，両首

相の出席の下，犯罪対策・犯罪防止の協力促進に関

する協定，司法分野の協力に関するプログラム，ソ

フィア市とホーチミン市間及びルセ市とカントー市

間の友好関係構築のための覚書が署名された。

同日，ズン首相はツァチェヴァ国民議会議長とも会

談した。ツァチェヴァ国民議会議長は，ズン首相の

ブルガリア訪問は，豊かな歴史を有する二国間関係

の発展における決定的なステップである，と述べ，

議会間協力は非常に良好な伝統を有している，と強

調した。ズン首相は，ブルガリア・ベトナムの外交

関係樹立６５周年に際するブルガリア訪問は大きな

名誉であり喜びである，と述べるとともに，ブルガ

リア国民議会のＥＵ・ベトナム・パートナーシップ

協力協定（ＰＣＡ）批准に対し謝意を表明した。

ブー・フイ・ホアン産業貿易相は，ルカルスキ経済

相との会談において，我々はベトナムの商品をブル

ガリアを通じてバルカン諸国及び欧州諸国の市場に

輸出したいと考えている，我々は新たな経済協力モ

デルの実行のため多くの方策に着手しており，その

うちの一つは，半製品段階のベトナム製品をブルガ

リアに輸入し，ブルガリアで完成させた製品をブル

ガリア及び欧州に供給するというものである，と述

べた。

◆メスタンＭＲＦ党首：トルコ訪問

５日，ＭＲＦのメスタン党首はトルコを訪問し，

同国のダーヴトオール首相，アリ・サヒン・エデ

ィルネ知事等と会談した。メスタン党首はダーヴ

トオール首相との定期的な会談を，友好的な近隣

国でＮＡＴＯパートナー国の首相との会談である，

と表現した。

◆ミトフ外相：米国ユダヤ人協会グローバ

ル・フォーラム出席

９日，ミトフ外相はワシントンで行われた米国

ユダヤ人協会（ＡＪＣ）のグローバル・フォーラ

ムに出席した。同外相は基調演説において，移行

期からＥＵ・ＮＡＴＯ加盟，米国との関係発展に

至るまでの同協会のブルガリアへの一貫した支持

を高く賞賛した。

◆ハックスタイン米国務省国際エネルギー特

使・調整官のブルガリア訪問

１０日，ハックスタイン米国務省国際エネルギ

ー担当特使・調整官がブルガリアを訪問し，プレ

ヴネリエフ大統領，ボリソフ首相等と会談した。

ハックスタイン特使とプレヴネリエフ大統領，ボ

リソフ首相との会談では，南ガス回廊（ＳＧＣ），

ブルガリア・ギリシャ間のガス相互接続管，その

他近隣諸国とのガス相互接続管の建設に関する進

捗とともに，エネルギー源及びエネルギー経路の
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多角化が主な議題となった。

プレヴネリエフ大統領は，ハックスタイン特使

との会談において，これらのプロジェクトの遂行

はブルガリア及び地域におけるエネルギー供給の

多角化を保証するだろう，と述べた。同特使は，

天然ガスの双方向供給を確保するためガス接続管

を相互に輸送可能とすることは非常に重要である，

と述べた。

ボリソフ首相とハックスタイン特使との会談で

は，エネルギー独立性を保証するエネルギー源及

びエネルギー経路の多角化の選択肢について議論

が行われた。同首相は，ブルガリアはガス相互接

続管の建設，特にギリシャとのガス接続に積極的

に取り組んでいる，ルーマニアとのガス相互接続

管の建設は大きく進展し，トルコとの相互接続管

の計画準備調査には資金が提供され，セルビアと

の相互接続管は遅延しているものの，計画が迅速

化することを確信している，と述べた。

ミトフ外相とハックスタイン特使との会談では，

ＳＧＣ，エネルギー供給の多角化，ＥＵのエネル

ギー安全保障政策について焦点が当てられた。同

特使は，地域及びＥＵにおけるエネルギー地図の

改善に向けたブルガリアの戦略的役割について言

及し，この観点からブルガリアと米国間で将来的

に協力を行う用意があると表明した。

ペトコヴァ・エネルギー相は，ハックスタイン

特使との会談において，エネルギー安全保障は政

府の優先事項の一つである，と述べ，エネルギー

安全保障達成のための他の要素として国内におけ

る採掘について説明した。

◆プレヴネリエフ大統領：第２回ＥＵ－ＣＥ

ＬＡＣ首脳会合出席

１０日及び１１日，プレヴネリエフ大統領は第

２回ＥＵ－ＣＥＬＡＣ（ラテンアメリカ・カリブ

諸国共同体）首脳会合に出席するため，ブリュッ

セルを実務訪問した。同大統領は第二部のワーキ

ングセッションにおいて演説し，急速な変化が国

境を越えて起こっており，異なる国家や地域の間

の緊密なパートナーシップが求められる，と述べ

た。

◆プレヴネリエフ大統領：ドイツ・ファミリ

ービジネスデー出席

１２日，プレヴネリエフ大統領は，ベルリンで

開催されたドイツ・ファミリービジネスデーに出

席した。同フォーラムは起業に関するドイツで最

も有名なフォーラムの一つであり，メルケル独首

相，サルコジ前仏大統領も出席した。プレヴネリ

エフ大統領は，ブルガリア及び南東欧の経済的，

地理的課題と展望に関する演説を行った。

◆ボリソフ首相：第１回ヨーロッパ競技大会

開会式出席

１２日及び１３日，ボリソフ首相は，アゼルバ

イジャンで行われた第１回ヨーロッパ競技大会の

開会式に出席するため，同国を訪問した。また，

同首相は同国のアリエフ大統領と会談し，アゼル

バイジャンからブルガリアへの天然ガスの輸送方

法等について議論した。

◆ミトフ外相：マケドニア訪問

１４日及び１５日，ミトフ外相はマケドニアを

実務訪問し，同国のドイツ，英国，米国，イタリ

アの大使及び欧州委員会代表部の代表と会談した。

また，同外相は，同国のイヴァノフ大統領，グル

エフスキー首相，ポポスキー外相とも会談した。

会談では，二国間関係の他，マケドニアの政治危

機への対処のためブルガリアがＥＵ・ＮＡＴＯ加

盟国として支援が可能な方法について議論が行わ

れた。また，同外相は野党であるザエフ社会民主

同盟連合（ＳＤＳＭ）党首の他，２つのアルバニ

ア系政党のアフメティＤＵＩ（統合のための民主

同盟）党首及びサチＤＰＡ（アルバニア人民主党）

党首とも会談した。

１５日，同外相はオフリドで行われた中欧イニ

シアチブ外相会合に出席した。

◆ボリソフ首相：スイス訪問

１４日及び１５日，ボリソフ首相はスイスを実
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務訪問した。同首相にはパブロヴァ地域開発・公

共事業相，モスコフスキ運輸・ＩＴ・通信相，ル

カルスキ経済相も同行した。同首相は，同国のシ

モネッタ・ソマルーガ大統領（連邦法務・警察相）

と会談し，移民政策，難民問題，ブルガリアのシ

ェンゲン加入問題等について議論した。会談後，

両国は警察協力に関する協定に署名することが明

らかとなった。また，同首相はヨハン・シュナイ

ダー＝アマン副大統領（連邦経済・教育・研究相）

と会談した他，スイスのブルガリア人コミュニテ

ィの代表とも会談した。ブルガリアのビジネス・

フォーラムも開催された。

◆カヴァコ・シルヴァ・ポルトガル大統領の

ブルガリア訪問

１５日，プレヴネリエフ大統領は，ブルガリア

を訪問中のカヴァコ・シルヴァ・ポルトガル大統

領と会談し，ＥＵ基金の消化，シェンゲン加入問

題，難民管理，二国間貿易，経済関係等について

議論した。プレヴネリエフ大統領は記者会見にお

いて，ブルガリアはＥＵ基金の利用についてポル

トガルの経験から学ぶことができる，ポルトガル

は実際的で透明かつ効率的にＥＵ基金を管理する

国家の例となっている，ブルガリアは２００７－

２０１３年期間におけるＥＵ基金の消化率が少な

くとも９０％に達する見込みであることを誇りに

思うが，それでも最良の国家から学びたい，と述

べた。また，プレヴネリエフ大統領は，ブルガリ

アのＥＵ，ＮＡＴＯ加盟へのポルトガルの無条件

の支持及びブルガリアのシェンゲン加入への同国

の一貫した支持に対する謝意を表明した。

両大統領は，二国間貿易・経済協力の他，教育，

科学及び文化分野の二国間関係，欧州に関する問

題や幅広い国際問題についても議論した。両大統

領は，二国間貿易及び経済交流は両国の持つ潜在

的可能性を十分に反映していないとの意見で一致

した。プレヴネリエフ大統領は，観光，特に文化

ツーリズム，温泉，冬期レクリエーション及びハ

ンティングの分野で協力の機会がある，と述べた。

カヴァコ・シルヴァ大統領は，ポルトガルの起業

家はブルガリアとの貿易の機会についてもっと知

りたいと考えている，と述べ，二国間協力が再生

可能エネルギー，輸送及び公共行政におけるデジ

タル技術の適用の分野に拡大することへの希望を

表明した。また，両大統領は，ＥＵ域外国境での

難民流入，これに対してＥＵが取るべき緊急策及

び加盟国が互いに示すべき結束についても議論し

た。カヴァコ・シルヴァ大統領は，ポルトガルは

難民流入により最も影響を受けているＥＵ諸国と

の結束を示してきた，難民再移転スキームは各受

入れ国固有の地理的位置を考慮すべきである，と

述べた。



◆ミトフ外相：英国訪問

１６日及び１７日，ミトフ外相は英国のハモン

ド外相の招待により同国を訪問した。両者は貿

易・経済を主とした二国間関係，西バルカン情勢，

ＥＵ近隣諸国における問題等について議論した他，

２０１７年７月から２０１８年１２月までＥＵ議

長国を務める英国，エストニア，ブルガリアの三

ヶ国の優先事項についても議論した。また，ミト

フ外相はリディントン外務閣外相（欧州問題担当）

とも会談し，ＥＵの直面する主な経済面の課題に

ついて両国の共通の立場を確認した他，ダロッチ

英国政府国家安全保障顧問等とも会談した。

ミトフ外相は，ロンドン・スクール・オブ・エ

コノミクスにおいて「ＥＵの外交政策：ブルガリ

アの視点」と題する講演を行った。



◆プレヴネリエフ大統領：ジョージア訪問

１７日及び１８日，プレヴネリエフ大統領は，

ジョージア（グルジア）のマルグヴェラシヴィリ

大統領の招待により同国を公式訪問した。両大統

領は，両国の経済・貿易協力，エネルギーにおけ

る二国間関係，教育，科学，文化及び観光，ＥＵ・

ＮＡＴＯとジョージアの関係等について議論した。

また，同大統領はガリバシヴィリ首相，ウスパシ

ヴィリ議会議長等とも会談した。



◆コジアス・ギリシャ外相のブルガリア訪問
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１８日，ミトフ外相はブルガリア訪問中のコジ

アス・ギリシャ外相と会談後，天然ガスに関する

縦回廊を完成するという計画は，ブルガリアにと

って，南東欧及びＥＵ全体のエネルギー安全保障

のための最も大きな可能性を有するものである，

と述べた。また，ミトフ外相は，「エネルギー多角

化及びＥＵエネルギー同盟は，ブルガリアとギリ

シャ間の相互接続管が建設されることから始まる。

ブルガリアは南東欧及びＥＵ全体のエネルギー安

全保障を強化する全てのイニシアチブを一貫して

支持する。エネルギー分野における共通の問題に

対処する本地域の全ての国が一致努力することで，

より迅速で持続可能な結果につながるだろう。」と

述べた。

さらに，ミトフ外相は，ＮＡＴＯ及びＥＵの加

盟国として，ブルガリアとギリシャは地域の安全

保障及び安定に責任を負っている，南東欧協力プ

ロセス（ＳＥＥＣＰ）の次期議長国として，南東

欧の国境の不可侵に関する宣言の起案を開始して

いる，と述べた。コジアス外相は，本地域は法の

遵守及び譲歩の文化という二つの基本的原則を学

ぶべきである，両国はＳＥＥＣＰの枠組みにおい

て意見を交換し，両国の国民及び地域全体の福祉

のために働き，協力していく，と述べた。

また，コジアス外相は，ツァチェヴァ国民議会

議長，プレヴネリエフ大統領とも会談した。

◆ミコフＢＳＰ党首：ドイツ訪問

１８日及び１９日，ミコフＢＳＰ党首はドイツ

を実務訪問し，ガブリエル副首相兼経済・エネル

ギー相（ドイツ社会民主党（ＳＰＤ）党首）等と

会談した。

◆ミトフ外相：ＧＬＯＢＳＥＣ２０１５出席

ミトフ外相は，１９日から２１日にかけてブラ

チスラヴァで開催された第１０回ＧＬＯＢＳＥＣ

（グローバル・セキュリティ・フォーラム）に出

席した。同外相は同フォーラムで基調演説を行い，

エネルギーに関するパネルに出席した。

◆ミトフ外相：ＥＵ外務理事会出席

２２日，ミトフ外相はルクセンブルクで行われ

たＥＵ外務理事会に出席した。ミトフ外相はシェ

フチョヴィチ欧州副委員長とのエネルギー外交に

関する議論において，トルコ・ストリーム計画を

含むエネルギー問題に関するＥＵの統一的立場の

重要性を強調した。

◆ナポリ統連合軍副司令官のブルガリア訪問

２２日，マイケル・デイ・ナポリ統連合軍副司

令官がブルガリアを訪問し，ニコロフ参謀総長，

キュミュルジエフ国防副大臣等と会談した。会談

では，ブルガリアの地域安全保障への参加や共同

軍事演習の開催等について議論が行われた。

◆ネンチェフ国防相：ＮＡＴＯ国防相会合出

席

２５日，ブリュッセルで行われたＮＡＴＯ国防

相会合に出席したネンチェフ国防相は，ＮＡＴＯ

本部で記者団に対し，ブルガリアに到着する米軍

の重装備は軍事演習に使用される予定であり，ブ

ルガリア軍兵士が必要とするものである，と述べ

た。同国防相は，ブルガリアに運ばれる戦車の正

確な数は依然として不確定であるが，数十両とな

ることが予想される，と述べた。同国防相は，戦

車その他の装備は年末までブルガリアに配備され

る可能性があるが，具体的な情報は不明である，

装備はブルガリアに恒常的に配備されるわけでは

ない，と述べた。



◆ボリソフ首相：欧州理事会出席，キャメロ

ン英首相との会談

２５日，ボリソフ首相はブリュッセルで行われ

た欧州理事会及び欧州人民党（ＥＰＰ）党首会合

に出席した。

欧州理事会では，５月２７日に欧州委員会が提

案した移民６万人のＥＵ加盟国への再移転・再移

住計画について議論が行われ，ブルガリアが大き

な難民問題に直面していることがＥＵ加盟国首脳

に認識された。トゥスク欧州理事会議長は，ハン
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ガリーとブルガリアの二国は難民流入による大き

な影響を受けているため（同移転計画の）例外で

ある，この二国は難民再移転に際して特別な事情

のある国として扱われるべきである，と述べた。

ボリソフ首相は欧州理事会において，ギリシャと

イタリアのみが移民再移転計画により支援を受け

る事実に反発を示し，ブルガリアも特殊な事情の

ある国に含まれるべきである，と主張した。

なお，当初計画によると，ブルガリアは再移転の

移民としてイタリア及びギリシャから５７２人，

再移住の移民としてシリア等から２１６人の合計

７８８人を受け入れる計画とされている。

また，同首相は英国のキャメロン首相と会談し，

エネルギープロジェクト，エネルギー源の供給の

多角化，近隣諸国とのガス相互接続管等について

議論した。同首相は，キャメロン首相は１１月に

ブルガリアを訪問する予定である，英国はブルガ

リアのシェンゲン加入を支持している，と述べた。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

経 済

１．マクロ経済

◆５月のインフレ率は前月比マイナス０．

２％

１５日の国家統計局の発表によると，５月のイ

ンフレ率は前月比マイナス０．２％だった。前年

同月比では０．９％だった。５月は前月比で交通

費が１．９％，衣服・靴が０．７％値上がりし，

食料・非アルコール飲料が０．９％，文化・娯楽

が０．６％値下がりした。なお，過去１２ヶ月間

（２０１４年６月－２０１５年５月）の平均イン

フレ率は前年同期比マイナス０．５％だった。



◆医療機関及び医療従事者に関する統計

１９日発表の国家統計局のデータによると，２

０１４年１２月３１日時点の医療機関の数は３４

９（５１，５０５床）で，うち病院は３２３（４

８，６８０床）である。外来医療機関の数は１，

９３１（９５６床）で，その他医療機関は１４５

（３，１６０床）である。

病床数は人口１０万人当たり７１５．１床であ

り，特にプロヴディフ（同９１７．１床），ガブロ

ヴォ（同８４８．３床），ロヴェチ（同８３０．６

床）等で多く，ヤンボル（同３４６床），ペルニッ

ク（同３７５．４床）で少ない。

また，２０１４年末時点の医療従事者の数は，

医師が２８，８４２人（人口１万人当たり４０人），

歯科医が７，０１３人（同９．７人），看護師等の

医療専門家が４８，１５８人（同６６．９人）で

ある。人口１万人当たりの医師の数はプレヴェン

（５２．９人），ソフィア（４７．３人），プロヴ

ディフ（４７．１人）等で多く，ラズグラッド（２

６人），シリストラ（２６．９人），ドブリッチ（２

７．２人）等で少ない。なお，人口１万人当たり

の一般医（ＧＰ）の数は６．３人である。

医師は４５－５４歳の年齢層が一番多く，全体

の３５．７を占めている。また，４５歳以上の医

師は全体の７７．８％を占めている。



２．経済政策，産業

（１）金融関連

◆新中央銀行総裁の選出に関する動き

１０日，イスクロフ・ブルガリア国立銀行（中

央銀行）総裁の任期満了前の辞任を想定した同銀

行の新総裁の選出手続が国民議会で可決された。

同選出手続によると，新総裁はコンピューターシ

ステムを用いた公開投票により選出される。新総

裁に選出されるためには出席議員の過半数の票を

獲得する必要がある。各議会会派は，７日後の１

７日までに候補者を国民議会に提出することがで

きる。

１７日，新総裁の候補者４名が発表された。Ｇ

ＥＲＢはディミタル・ラデフ氏（元財務副大臣で

現在はＩＭＦ勤務），愛国戦線（ＰＦ）はグリゴリ

ー・ザハリエフ氏（財政・ビジネス・起業大学の

学長），改革派ブロック（ＲＢ）はビセル・マノロ
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フ氏（元預金保険機構長），ＡＢＲはヴィクトル・

ヨツォフ氏（経済学者）をそれぞれ候補者として

推薦した。

同１７日，国民議会においてブルガリア銀行法

が改正され，新総裁は前総裁の残りの任期ではな

く，６年の新たな任期を務めることが決定された。

（注：７月１４日，国民議会でＧＥＲＢ推薦のデ

ィミタル・ラデフ元財務副大臣が新総裁に選出さ

れた。）



◆銀行機密に関する信用機関法改正法案の可

決

２５日，銀行機密に関する信用機関法改正法案

が国民議会の第二読会で可決された。同改正法案

によると，個人，企業，公人が保有する優遇金利

の預金や与信に関する情報の開示が可能となる。

また，財務相又は銀行預金保険機構の長による要

請により，銀行機密の解除が可能となる。同改正

法案によると，政府高官と経済的に密接な関係に

ある企業に関する情報の開示も可能となる。政府

高官と企業との関連性は，政府高官が監査当局に

毎年提出する保有株式に関する情報の申告に基づ

いて判断される。

（２）電力問題

◆電力料金の引き上げ問題

１５日，ブルガリア雇用者・産業者連盟，ブルガリ

ア産業協会及びブルガリア産業資本協会は連名で，

電力料金引き上げに反対する書簡をボリソフ首相に

発出した。なお，５月２９日，エネルギー・水規制

委員会（ＥＷＲＣ）の作業部会は７月１日より全国

平均１．９９％（生活用），４～２０％（産業用）の

電力価格引き上げを行う旨を提案していた。同委員

会は毎年１月１日及び７月１日に新規電力料金を設

定している。

１９日，ボリソフ首相は，産業界の共同声明に対し，

電力価格の高騰には反対であると述べ，エネルギ

ー・水規制委員会に対して電力価格引き上げを延期

すべきであると要請した。

２５日，国民議会において，電力料金の設定期限の

１ヶ月延長を認める改正エネルギー法案が可決され

た。

２６日，全国７６箇所１２５０社において，エネル

ギー分野の改革を求める１時間のストライキが行わ

れた。抗議活動には１７万人の経営者及び被雇用者

が参加した。

２９日，エネルギー・水規制委員会は改正エネルギ

ー法に基づき，新規電力料金の採択を７月３１日ま

で延期することを発表した。これに伴い，現行料金

期間は７月３１日まで適用される。

（３）ＥＵ関連

◆欧州委員会による次期計画期間におけるＥ

Ｕ基金の承認

１６日，ボリソフ首相とブルガリア訪問中のク

レトゥ地域政策担当欧州委員との会談において，

２０１４－２０２０年期間におけるブルガリアの

ＥＵ基金の７つの実施プログラム（ＯＰ）のうち

最後の２つである「環境」ＯＰ及び「成長地域」

ＯＰを欧州委員会が承認したことが明らかとなっ

た。ＥＵ基金は７つのＯＰで総額７６億ユーロと

なる。

クレトゥ欧州委員は，２００７－２０１３年期

間におけるＥＵ基金の消化率は６ヶ月前には６

０％だったのが現在は７６．３％に達したことに

ついて，ブルガリア政府の達成した業績に感銘を

受けたと述べた。また，同欧州委員は，ブルガリ

アは２００７－２０１３年期間の１８億ユーロが

なお未消化で残っている，と述べ，ブルガリア政

府がこれらを消化するため全力を尽くすだろうと

の楽観及び確信を表明した。

ボリソフ首相は，これらの成果は安定した内政

環境において達成されたものである，「環境」ＯＰ

及び「成長地域」ＯＰに合計３０億ユーロ以上が

承認されたという事実は大きな成功である，ブル

ガリア政府は多大な努力を払っており，現在７

６％である２００７－２０１３年期間のＥＵ基金

の消化率は年末までに９２～９３％に達するだろ

う，と述べ，ドンチェフＥＵ基金・経済政策担当

副首相，パブロヴァ地域開発・公共事業相及びヴ
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ァシレヴァ環境・水相の本件に関する徹底した姿

勢を賞賛した。

２０１４－２０２０年期間の「環境」ＯＰは総

額１７．７億ユーロであり，欧州地域開発基金及

びＥＵ結束基金から１５億ユーロが拠出され，残

額はブルガリア政府が拠出する。本ＯＰには，環

境保護及び効率的な資源使用に関するＥＵの基準

に従い，より競争的な低炭素経済への移行を支援

する多くの方策が含まれる。

２０１４－２０２０年期間の「成長地域」ＯＰ

は総額１５億ユーロ以上であり，欧州地域開発基

金から１３億ユーロが拠出され，残額はブルガリ

ア政府が拠出する。本ＯＰは国内の地域格差に対

処するための地方・都市政策を支援する。

（４）非ＥＵ諸国との関係

◆ペトロフ経済副大臣の中国訪問

８日，ペトロフ経済副大臣は，寧波での中国・

中東欧諸国（「１６＋１」）投資・貿易博覧会にブ

ルガリア代表団の団長として出席するため中国を

訪問した。同副大臣は，寧波において王炳南・中

国商務部部長助理と会談し，「中国はブルガリアに

とってアジアにおける主要なパートナーである。

両国は素晴らしい政治的対話を有しており，こう

した関係が具体的な経済プロジェクトに繋がるこ

とを希望する。ブルガリアは「１６＋１」イニシ

アチブを重視している。かかるイニシアチブは，

投資，貿易，農業，観光及び文化・教育・科学技

術交流を含む両国の共通の関心分野の関係拡大に

とって非常に良い基盤となるものである。ブルガ

リアとしては，「１６＋１」イニシアチブにより中

国の対ブルガリア投資が拡大されることを期待す

る。中国企業の対ブルガリア投資を政府としても

支援する用意がある。」と述べた。

これに対し，王部長助理は，「中国政府としては

ブルガリアとの二国間関係を非常に重視している。

ブルガリアとは伝統的に良好な関係を有しており，

両国間の貿易・投資の拡大を期待する。ブルガリ

アは「新シルクロード構想」の中に含まれる。ブ

ルガリアが同構想の中で主要な位置を占め，同構

想による恩恵を得られることを期待する。中国と

しては，ソフィア・テック・パークへの参画も含

め，技術力を要する製造業分野への投資を拡大す

る用意がある。」と述べた。

また，ペトロフ副大臣は，袁家軍浙江省副省長

とも会談した。

◆中国・中東欧諸国間農業協力促進センター

の設置

２４日，政府は，中国・中東欧諸国間農業協力

促進センターを設置した。同センターの設置は，

昨年１０月にブルガリア・中国間で締結された覚

書に基づくものである。農業・食糧省の傘下に設

置された同センターは，中国及び中東欧１６カ国

との間の農業分野における共同事業，農産品・食

料品・飲料等の販売促進，経験と連絡先の共有を

はじめとする活動の調整役と立案役を担う。また，

同センターにより様々な重要問題に関する会合が

開催される予定である。同センターの予算は農

業・食糧省の予算，国際プログラム等の予算，寄

付及び支援金等から構成され，職員数は３名とな

る。また，同センターに関する１７カ国のメンバ

ーから成る顧問評議会が設置された。
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ブルガリア内政・外交の動き(６月)

  在ブルガリア大使館

１（月） ★タック世銀副総裁（５月３０日～６月１日）

★ホッジス・米欧州陸軍司令官：ブルガリア訪問（１～２日）

２（火）

３（水） ●プレヴネリエフ大統領による国民投票の実施提案

４（木） ★ティマーマンス欧州委員会筆頭副委員長：ブルガリア訪問

５（金） ★グエン・タン・ズン・ベトナム首相：ブルガリア訪問

☆メスタンＭＲＦ党首：トルコ訪問

６（土） ●「ＶＭＺソポト」の試射場で手榴弾発射事故が発生

７（日）

８（月） ☆ペトロフ経済副大臣：中国訪問

９（火） ☆ミトフ外相：米国ユダヤ人協会グローバル・フォーラム出席（於：ワシントン）

10（水） ★ハックスタイン米国務省国際エネルギー特使・調整官：ブルガリア訪問

☆プレヴネリエフ大統領：第２回ＥＵ－ＣＥＬＡＣ首脳会合出席（１０～１１日）

11（木）

12（金） ☆プレヴネリエフ大統領：ドイツ・ファミリービジネスデー出席（於：ベルリン）

☆ボリソフ首相：第１回ヨーロッパ競技大会開会式出席（於：アゼルバイジャン）（１２～１

３日）

13（土）

14（日） ☆ミトフ外相：マケドニア訪問（１４～１５日）

☆ボリソフ首相：スイス訪問（１４～１５日）

15（月） ●ソフィア郊外でロマ人と地元住民が衝突

★カヴァコ・シルヴァ・ポルトガル大統領：ブルガリア訪問

16（火） ☆ミトフ外相：英国訪問（１６～１７日）

17（水） ☆プレヴネリエフ大統領：ジョージア訪問（１７～１８日）

18（木） ★コジアス・ギリシャ外相：ブルガリア訪問

★ミコフＢＳＰ党首：ドイツ訪問（１８～１９日）

19（金） ☆ミトフ外相：ＧＬＯＢＳＥＣ２０１５出席（於：ブラチスラヴァ）

20（土）

21（日）

22（月） ☆ミトフ外相：ＥＵ外務理事会出席（於：ルクセンブルク）

★デイ・ナポリ統連合軍副司令官：ブルガリア訪問

23（火）

24（水） ●中国・中東欧諸国間農業協力促進センタ－の設置

25（木） ●銀行機密に関する信用機関法改正法案の可決

●電力料金の設定期限の１ヶ月延長を認める改正エネルギー法案の可決

☆ネンチェフ国防相：ＮＡＴＯ国防相会合出席（於：ブリュッセル）

☆ボリソフ首相：欧州理事会出席，キャメロン英首相との会談（於：ブリュッセル）

26（金）

27（土）

28（日）

29（月） ●エネルギー・水規制委員会が改正エネルギー法に基づき，新規電力料金の採択を７月３１

日まで延期することを発表

30（火）
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ブルガリア経済指標の推移 （出典：国家統計局，中央銀行）
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ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行）

＜GDP成長率と国民一人当たりGDP>

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 Q1

GDP成長率 (％) 6.2 -5.0 0.7 2.0 0.5 1.1 1.7 3.1

GDP per Capita (BGN) 9,090 9,007 9,544 10,673 10,957 11,043 11,360 -

＜財政収支＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2014Q1 Q2 Q3

財政収支 （million BGN) 1,156.7 -2,960.6 -2,328.0 -1,589.7 -522.1 -694.3 -2,336.9 135.5 -134.8 -1718.8

財政収支GDP比 (％ of GDP) 1.7 -4.2 -3.2 -2.0 -0.7 -0.9 -2.8 0.2 -0.2 -2.1

<失業者数及び失業率＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 Jan Feb Mar Apr May

失業者数 （千人） 232 338 342 342 376 386 351 364 361 362 350 332

失業率 （％） 6.3 9.1 9.2 10.4 11.4 11.8 10.7 11.1 11.0 11 10.7 10.1

＜消費者物価上昇率と月額平均賃金＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 Jan Feb Mar Apr May

消費者物価上昇率 （％） 7.8 0.6 4.5 2.8 4.2 -1.6 -0.9 -0.4 0.2 0.4 0.7 -0.2

月額平均賃金 (BGN) 545     609     648     686 731 775 828 856 839 882 - -

＜対外債務＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 Jan Feb Mar Apr

政府部門対外債務 (million EURO) 3,935.9 4,208.3 4,326.9 4,205.0 4,578.9 4,062.2 6,554.9 6,162.8 6,095.5 6,952.2 6,838.4

民間部門対外債務 (million EURO) 33,310.6 33,608.2 32,699.4 32,089.8 33,134.6 32,862.0 33,210.2 32,628.8 32,706.0 32,412.3 32,086.1

＜対内直接投資と貿易収支＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015Jan Feb Mar Apr

対内直接投資 (million EURO) 6,727.8 2,436.9 1,169.7 1,476.3 1,320.9 1,383.7 1,306.2 272.1 406.2 455.7 523.5

貿易収支（FOB） (million EURO) -8,597.7 -4,173.9 -3,532.7 -2,648.0 -3,947.2 -2,890.7 -3,429.2 -185.3 -504.7 -688.6 -911.1

輸出（FOB） (million EURO) 15,204.0 11,699.2 14,180.6 19,055.7 19,667.6 21,208.0 21,031.4 1,630.4 3,276.3 5,199.1 7,190.9

輸入（FOB） (million EURO) 23,801.7 15,873.1 17,713.3 21,703.7 23,614.8 24,098.7 24,460.6 1,815.7 3,781.0 5,887.7 8,102.1


